










ていた南京同文書院を上海に移し、 1901 年 5 月、
新たに東亜同文書院を創設した2。東亜同文会と



































味深いのが、 1916 年 12 月 9 日付で作成された
「硝石ノ調査」と題する史料である。





























































きた時、内田は満 7 歳になっていた。 1890 年 10
月発布の「小学校令J によると、小学校の就学年



























l 種）と商業を処理する人材の育成（第 2 種）を
目的に設置された。第 l 種の商業学校が中等教育
機関に相当し、入学資格は第 l 種が小学校中等科
卒業の学力を有する 13 歳以上の児童で、第 2 種
が初等中学卒業の学力を有する 16 歳以上の生徒
とされ、修業年限は第 l 種が 2 年から 3 年、第 2














1904 年 4 月 21 日と 22 日、徳島県警察部の建
物内で閲カ亙れた東亜同文書院第 4 期生入学試験



















































































(4）、憲法 (1 ）、刑法 (1 ）、漢文尺胸 (1 ）が加
わるとともに、支那語と政治地理が 1 時間減り、
経済学が 1 1時間増えた。そして、第 3 学年では政
治地理、経済学、教育学、憲法、民法、刑法の代
わりに、商法（3）、財政学（2）、行政法（2）、国
際公法（2）、国際私法（ I)、経済政策 (1 ）、政








東亜同文書院が創設された 1901 年から翌 1902
年の 9 月まで同校で中国語の教員を勤めていた。
『華語陛歩』以外に、 1905 年、御幡の教え子で



































内田ら第四期生は 1906 年 1 1 月 5 日から 2 週
間あまりかけて漢口と南京を旅し、さらに、 5 か
月後の 1907 年 4 月 9 日から同じく 2 週間ほどか

















1907 年 6 月 30 日、東亜同文書院を卒業した
内田は、天津の北支那毎日新聞社に入社した。北


















































































































































動員兵数が 108 万 9000 人だったのに対し、第一
次世界大戦ではドイツが 915 万人、オーストリ
アが 705 万人、フランスが 565 万人、イギリス
が 524 万人で、圏内勤務者を含めた動員人員総
数はドイツが 1325 万人、オーストリアが 900 万
人、フランスが 680 万人（ほか海外植民地より
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